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記号一覧 

文字 使用単位 説明 

𝒂 [kg/s] 飛行時間の重み係数 

𝑪𝑫 [−] 抗力係数 

𝑪𝑫𝟎 [−] 有害抗力係数 

𝑪𝑫𝟐 [−] 誘導抗力係数ファクタ 

𝑪𝒇𝟏 [kg/(s ⋅ N)] 第一推力比燃料消費率 

𝑪𝒇𝟐 [kt] 第二推力比燃料消費率 

𝑪𝒇𝟑 [kg/s] 第一降下燃料流量係数 

𝑪𝒇𝟒 [ft] 第二降下燃料流量係数 

𝑪𝒇𝒄𝒓 [−] 巡航燃料流量修正係数 

𝑪𝒇𝒖𝒆𝒍 [$/lb] 燃料の価格 

𝑪𝑳 [−] 揚力係数 

𝑪𝑻𝒄,𝟏 [N] 第一最大上昇推力係数 

𝑪𝑻𝒄,𝟐 [ft] 第二最大上昇推力係数 

𝑪𝑻𝒄,𝟑 [1/ftଶ] 第三最大上昇推力係数 

𝑪𝑻𝒄,𝟒 [K] 第一最大上昇推力補正係数 

𝑪𝑻𝒄,𝟓 [1/𝐾] 第二最大上昇推力補正係数 

𝑪𝑻𝒄𝒓 [−] 最大巡航推力補正係数 

𝑪𝒕𝒊𝒎𝒆 [$/min] 時間当たりのコスト 

𝑪𝑰 [−] コストインデックス 

𝑫 [N] 抗力 

𝑭 [kg] 燃料消費量 

𝒈𝟎 [m/sଶ] 重力加速度 

𝑯 [m] 高度 

𝑱 [$] 直接運航経費 

𝑳 [N] 揚力 

𝒎 [lb], [kg] 総重量 

𝑹 [J/(K ⋅ mol)] 気体定数 

𝑺 [mଶ] 翼面積 

𝑻 [K] 大気温度 

𝑻𝟎 [K] 地上における大気温度 
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文字 使用単位 説明 

𝒕 [s] 時間 

𝒕𝟎 [s] 始点時刻 

𝒕𝒇 [s] 終点時刻 

𝑻𝒉𝒓𝒎𝒂𝒙 [N] 最大推力 

𝑽𝑬𝑺 [m/s] 慣性速度（ES） 

𝑽𝑮𝑺 [m/s] 対地速度(GS) 

𝑽𝑻𝑨𝑺 [m/s] 真対気速度（TAS） 

𝑽𝒘𝒊𝒏𝒅 [m/s] 風速 

𝜶 [deg] 迎角 

𝜸 [deg]] 飛行経路角 

𝜼 [kg/(s ⋅ N)] 比燃料消費率 

𝜽 [deg], [rad] 経度 

𝝋 [deg] 緯度 

𝝀 [deg] 緯度 

𝝁 [kg/s] 燃料流量 

𝝁𝒏𝒐𝒎 [kg/s] ノミナル燃料流量 

𝝁𝒎𝒊𝒏 [kg/s] 最小燃料流量 

𝝆 [kg mଷ⁄ ] 大気密度 

𝝋 [deg] 地理経度 

 

 

記号一覧（第 5 章にて統計学使用の際のみ用いる） 

文字 説明 

𝒇(𝒙) 推定した回帰式 

𝒌 説明変数の数 

𝒏 サンプル数 

𝒚 目的変数 

𝒙𝒘𝒊𝒏𝒅 風速 

𝒙𝒎𝒂𝒔𝒔 初期重量 

  



7 
 

第1章  序論 

1.1 研究背景 

 近年，世界の平均気温は年々上昇をし続け地球温暖化問題が深刻化している．環境省の気

候変動に関する最新の報告によると，日本の年平均気温は様々な変動を繰り返いしながら

有意に上昇しており，図 1-1 より 1898～2019 年における上昇率は 100 年あたり 1.24℃であ

る．さらに日本の気温の上昇率は世界平均気温の上昇率（気象庁の解析では 100 年あたり

0.74℃）よりも大きい [1]．これにより 2022 年 12 月に「航空の脱炭素化の推進」を盛り込ん

だ改正航空法が施行され，各エアラインや各空港が脱炭素の取り組みを進めることができ

るよう国土交通省により航空脱炭素推進基本方針が定められた [2] [3]．本方針の 6 つの具体

的施策のうち，①SAF(Sustainable Aviation Fuel)の導入促進，②管制の高度化などによる運航

の改善，③航空機環境新技術の導入の 3 つが航空機の運航による燃料の削減を目的とした

ものである．カーボンニュートラルを達成するには積極的な利用促進が進められているSAF

の購入や新技術などにより化石燃料の消費を極力抑えることが望ましいが多大なコストを

要する．そのため環境対策への配慮が必要であり，経済性の観点から運航コスト削減に向け

た運航コストの推算が必要である． 

 

 

図 1-1 日本の年平均気温偏差の経年変化 

 

この環境への配慮の対応に向けた検討が行われている．国土交通省航空局は「将来の航空

交通システムに関する長期ビジョン（Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic 

Management, CARATS [4]）」を策定し，将来の航空交通システムに向けた研究開発を促進し

ている．運航の効率性向上，環境への配慮など，諸問題に対して様々な目標を定め環境への
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配慮をしつつ運航の効率性を向上させる様々な取り組みが促進されている．その 1 つとし

て研究開発活性化のために国内における定期運航便の時刻・位置などの運用データを基に

した大規模な航跡データ「CARATS オープンデータ」が提供されている． 

現在国内の定期路線を飛行する大型の旅客機および貨物機には飛行管理システム（Flight 

Management System, FMS）が装備されており，機体側では経済性を最大化するような飛行が

計画されている．経済性の指標は飛行にかかる直接運航経費であり燃料消費量，飛行時間お

よびコストインデックスで構成されている． 
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1.2 研究目的 

 本研究の目的は，CARATS オープンデータを用いて運航コストの定量的推算および傾向

分析を行い，「航空会社が運航コスト削減を行う上で助けとなる運航コストの予測モデル」

を開発することである．この運航コストの予測モデルとはコスト予報の事であり，天気予報

が天気の予報が可能なようにコスト予報とはコストの予報を可能とするモデルである． 

 運航コストの定量的推算方法としては，燃料消費量，飛行時間およびコストインデックス

𝐶𝐼から直接運航経費（Direct Operating Cost, DOC）の定量的推算を行う．直接運航経費とは

航空機の飛行状況と直接的に関係する費用のことであり航空機がある空港から空港まで 1

回のフライトに要する費用のことを示している [5]． 

 この直接運航経費を定量的に推算し，傾向分析を行い予測モデルの開発を行う．開発手法

は CARATS オープンデータの航跡データから月や季節，時間帯ごとの直接運航経費の傾向

と影響要因を分析し，重回帰分析にフライト数などの要因も加味した高精度な予測を行う． 

民間航空機の定期運航便の航跡データが含まれる CARATS オープンデータから多数の便

におけるコスト予報のモデルを開発することにより，航空会社は運航計画を策定する際に

十分活用が可能である．航空会社が運航コスト削減を可能とすれば，削減したコストをカー

ボンニュートラル達成のため SAF の購入や新技術開発に充てることができる．最終的には

脱炭素化の推進に寄与し，地球温暖化対策へ貢献することが可能である． 

 

1.3 論文構成 

 2 章では本研究で用いた航跡データから機体の性能モデルなど使用する全てのデータに

ついての詳細を述べる． 

 3 章では CARATS オープンデータの航跡データから航空機の飛行状態推定，性能評価に

ついて述べる．また，性能評価では QAR 飛行データを真値とし，CARATS オープンデータ

から推定した飛行状態推定の精度評価を行う． 

4 章では 3 章で推定した燃料消費量を用い，本研究で目的達成のため用いる運航コスト

「直接運航経費（DOC）」の推算方法について述べる．また，QAR（Quick Access Recorder）

飛行データから推定した DOC を真値と見なし，CARATS オープンデータから推算した DOC

の精度評価を行う． 

5 章では 4 章で推算した DOC を用いて，年間を通した DOC の傾向分析を行い，各要因

における影響度の分析，予測モデルの構築を行う． 

6 章では本研究の結論であり，運航コスト予測モデルの必要性と今後の検討課題について

述べる． 
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第2章  利用データおよび機体性能モデル 

2.1 CARATS オープンデータ 

 本研究は，国土交通省航空局が将来の航空交通システムに向けた研究開発の促進のため

提供している CARATS オープンデータのうち，2019 年度 6 ヵ月分と 2022 年度 12 ヵ月のデ

ータを用いる．このデータは主に，航空路監視レーダによって取得され，座標変換，統合さ

れたデータで，日本国内の上空を飛行する計器飛行方式による定期便を対象としている [6]．

各年度の各月連続した 7 日間の期間に，飛行する定期運航便の航跡情報（時刻，緯度，経

度，気圧高度），および機種，仮想的に割り付けられた便名が格納されている．本研究では，

福岡空港から東京国際空港へ飛行した便について解析を行う．解析に用いた便の概要につ

いて 2019 年度を表 2-1 に，2022 年度を表 2-2 に示す． 

 

表 2-1 使用する CARATS オープンデータ 2019 年度の概要 

2019 年度  

データ期間（左） 

および 

解析対象便数（右） 

2019 年 

9 月 9 日～15 日 20 

10 月 14 日～20 日 51 

11 月 11 日～17 日 39 

12 月 9 日～15 日 54 

2020 年 

1 月 6 日～12 日 52 

2 月 3 日～9 日 67 

3 月 2 日～8 日 47 

合計 330 

機種 A359 

路線 福岡空港発 東京国際空港着 

データ項目 時刻，緯度，経度，気圧高度，機種，仮想便名 

データ周期 約 10 秒 

範囲 
始点 YOKAT 

終点 ANZAC 
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表 2-2 使用する CARATS オープンデータ 2022 年度の概要 

2022 年度 

データ期間（左） 

および 

解析対象便数（右） 

2022 年 

4 月 11 日～17 日 55 

5 月 9 日～15 日 60 

6 月 6 日～12 日 69 

7 月 4 日～10 日 67 

8 月 15 日～21 日 77 

9 月 12 日～18 日 62 

10 月 10 日～16 日 63 

11 月 7 日～13 日 64 

12 月 5 日～11 日 70 

2023 年 

1 月 9 日～15 日 71 

2 月 6 日～12 日 73 

3 月 6 日～12 日 71 

合計 802 

機種 A359 

路線 福岡空港発 東京国際空港着 

データ項目 時刻，緯度，経度，気圧高度，機種，仮想便名 

データ周期 約 10 秒 

範囲 
始点 YOKAT 

終点 ANZAC 
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2.2 QAR 飛行データ 

本研究は離陸から着陸まで全フェーズにおいて推定した航空機の飛行状態を実際の飛行

状態と比較し，推定精度を評価するために日本航空株式会社から提供を受けた QAR（Quick 

Access Recorder）飛行データを用いる．これは航空機が機上にて複数のシステムが計測，演

算処理したデータを出発から到着までの飛行全体にわたって記録した詳細な高精度データ

である．具体的には，位置情報のほか対気速度情報や機体質量，燃料流量，姿勢情報など多

岐にわたりレーダでは取得ができない詳細なデータが記録されている．また，QAR 飛行デ

ータは気密性が高く，一般的に非公開である． 

本研究で使用した QAR 飛行データの概要を表 2-3 示す．また，表 2-3 で使用する 2019

年度におけるデータは，路線，機種，データの期間および解析対象便数を含め 2019 年度の

CARATS オープンデータ（表 2-1）と同一の便である． 

 

表 2-3 使用する QAR 飛行データ 2019 年の概要 

2019 年度  

データ期間（左） 

および 

解析対象便数（右） 

2019 年 

9 月 9 日～15 日 20 

10 月 14 日～20 日 51 

11 月 11 日～17 日 39 

12 月 9 日～15 日 54 

2020 年 

1 月 6 日～12 日 52 

2 月 3 日～9 日 67 

3 月 2 日～8 日 47 

合計 330 

機種 A359 

路線 福岡空港発 東京国際空港着 

データ項目 
時刻，緯度，経度，気圧高度， 

真対気速度，機体重量など 

データ周期 約 4 秒 

範囲 
始点 YOKAT 

終点 ANZAC 
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2.3 機体性能モデル 

 機体性能モデルとして欧州航空航法安全機構（The European Organization for the Safeth of 

Air Navigation, EUROCONTROL）が維持・管理する BADA（Base of Aircraft Data）モデルの

Revision 3.14 を利用する [7]．空力や推力，燃料流量など，どの型式でも共通となる方程式と

各型式における係数が機種ごとに与えられている． 

 

2.4 気象データ 

 気象データは，気象庁が提供する数値予報 GPV（Grid Point Value）データのうち GSM

（Global-Spectral Model）（日本域）数値予報モデルを用いる．GSM は地球全体の大気を対

象とした気象庁の数値予報モデルであり全世界を対象とした大規模な大気の循環を予報す

る目的で運用されている [8]．  



14 
 

第3章  飛行状態推定（CARATS） 

3.1 飛行状態推定の手順 

 CARATS オープンデータを使用した飛行状態推定の手順を図 3-1 に示す．まず，CARATS

オープンデータより得られる航空機の位置の時間変化から対地速度（Ground Speed, GS）を

求める．これに風速の気象データを適用し真対気速度（True Air Speed, TAS）を求める．そ

の後，機体の性能モデル BADA を用いて推力（Thrust），燃料流量（Fuel flow）を導出する．

そして，飛行時間分の積分を燃料流量に施し，燃料消費量を導出する．最後に飛行時間と燃

料消費量を用いて DOC の推算を行う．DOC の推算方法については第 4 章に示す． 

 

 

図 3-1 飛行状態推定 

 

3.1.1 対地速度の推定法 

 対地速度は，地面に対する相対速度の水平方向成分である．航跡データよりまず 2 地点間

の地球上での距離を算出し時間で微分することで推定することが可能である．CARATS オ

ープンデータに時間ごとに格納されている緯度，経度，時刻を用い，式(3-1)より導出する．

2 地点間の距離の算出方法については地球を回転楕円体と仮定し国土地理院が用いている

測地線長の計算式 GSI（Geospatial Information Authority of Japan）を用いる．この 2 地点間の

計算方法は GSI が高精度で算出可能であり，より高精度な 2 地点間の計測が可能であるた

め本研究では GSI 計算式を用いる [9]． 

 

𝑑𝑥

𝑑𝑡
= 𝑉 ௌ (3-1) 
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3.1.2 真対気速度の推定法 

 求めた対地速度を用いて真対気速度の推定を行う．真対気速度は，対地速度に風の影響を

考慮することで算出することが出来る．対地速度と真対気速度は図 3-1 に示される関係に

あることが示されている [10]．𝑉 ௌ
ሬሬሬሬሬሬ⃗ は対地速度ベクトル，𝑉 ஺ௌ

ሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ は真対気速度ベクトル，𝑉௪ప௡ௗ
ሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ は

風速ベクトル，𝑉ாௌ
ሬሬሬሬሬሬ⃗ は慣性速度ベクトルを表す． 

 

図 3-2 対地速度と真対気速度の関係 

 

慣性速度は地球に対する速度の事であり，対地速度に鉛直方向速度成分も考慮した速度で

あり，式(3-2)で表される．よって真対気速度𝑉 ஺ௌ
ሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ は式(3-3)で表される． 

𝑉ாௌ
ሬሬሬሬሬሬ⃗ = 𝑉 ௌ

ሬሬሬሬሬሬ⃗ + ቆ
𝑑𝐻

𝑑𝑡

ሬሬሬሬሬ⃗
ቇ (3-2) 

𝑉 ஺ௌ
ሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ = 𝑉ாௌ

ሬሬሬሬሬሬ⃗ − 𝑉௪ప௡ௗ
ሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗  (3-3) 

 

ここで気象データから用いる風速データは東西成分，南北成分で格子点上の値を知ること

が可能であるため成分ごとにベクトルを統一する必要である．南北成分で対地速度の東西

成分および南北成分を算出するために，対地方位角𝛼を式(3-4)で求める．さらに，対地方位

角𝛼は，真北を0°とし時計回りを正とした角度である．よって，対地速度の東西成分𝑉 ௌ,ாௐ

および南北成分𝑉 ௌ,ேௌは式(3-5)，式(3-6)で表される． 

𝛼 = tanିଵ ቊ
sin(𝜃ଶ − 𝜃ଵ)

tan 𝜙ଶ cos 𝜙ଵ − sin 𝜙ଵ cos(𝜃ଶ − 𝜃ଵ)
ቋ (3-4) 

𝑉 ௌ,ாௐ
ሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ = 𝑉 ௌ

ሬሬሬሬሬሬ⃗ cos(90° − 𝛼) (3-5) 

𝑉 ௌ,ேௌ
ሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬሬ⃗ = 𝑉 ௌ

ሬሬሬሬሬሬ⃗ sin(90° − 𝛼) (3-6) 
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3.1.3 燃料消費量の推定法 

燃料流量の推定には，欧州航空航法安全機構 EUROCONTROL が維持，管理をしている機

体性能モデルである BADA モデルを用いる．状態変数の気圧高度𝐻および真対気速度𝑉 ஺ௌ

は制御変数である飛行計画経路𝛾，推力𝑇および機体質量𝑚によって決まる．燃料流量推定に

は以下の式(3-7)，式(3-8)に示す質点近時の支配方程式を用いる．ただし，機体重量が必要な

計算では，CARATS オープンデータには機体重量が格納されていないため，全ての便に対

して初期質量に BADA 標準質量を仮定して推算を行う．また，始点時刻以外では時刻毎の

燃料消費量を機体の減少した重量とする． 

 以下に示す支配方程式から燃料消費量を推定する手順を手順 1～手順 6 に示す． 

 

支配方程式 

𝑇 = 𝑚
𝑑𝑉 ஺ௌ

𝑑𝑡
+ 𝐷 + 𝑚𝑔 sin 𝛾 (3-7) 

൬
𝑑𝐻

𝑑𝑡
൰ = 𝑉 ஺ௌ sin 𝛾 (3-8) 
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手順 

手順 1 

真対気速度𝑉 ஺ௌを用いて推力𝑇を制御する支配方程式である式(3-7)から推力𝑇を算出する

ため，飛行経路角𝛾，抗力𝐷を求める．式(3-8)を用い式(3-9)に変換し，飛行経路角𝛾を求める．

次に，式(3-10)より抗力𝐷を求める． 

𝛾 = sinିଵ ൬
1

𝑉 ஺ௌ

𝑑𝐻

𝑑𝑡
൰ (3-9) 

𝐷 =
1

2
𝜌𝑉 ஺ௌ𝑆𝐶஽ (3-10) 

 

ここで，抗力係数𝐶஽の算出が必要となる．抗力係数𝐶஽の算出方法を（手順 2）に示す． 

 

手順 2 

式(3-10)より抗力𝐷を求める上で，アプローチ・着陸・それ以外の 3 つのフェーズに分け

て抗力係数𝐶஽を求める必要がある．揚力係数𝐶௅を用いて抗力係数𝐶஽を式(3-11)より求めるこ

とが可能であり，揚力係数𝐶௅は式(3-12)より求めることが可能である．ここで翼基準面積𝑆は

BADA 性能モデル記載の値を用いる． 

𝐶஽ = 𝐶஽଴ + ൫𝐶஽ଶ𝐶௅
ଶ൯ (3-11) 

𝐶௅ =
2𝑚𝑔଴ cos 𝛾

𝜌𝑉 ஺ௌ
ଶ𝑆

 (3-12) 

ここで，各フェーズにおいて与えられている有害抗力係数𝐶஽଴，誘導抵抗係数ファクタ𝐶஽ଶの

値は異なり，以下の 3 通りに分けられる．  

 

 

アプローチ，着陸フェーズ以外 

アプローチ，着陸フェーズ以外で式(3-11)は，巡航時有害抗力係数𝐶஽଴,஼ோと巡航時誘導抗力係

数ファクタ𝐶஽ଶ,஼ோを用いる． 

 

アプローチフェーズ 

アプローチフェーズで式(3-11)は，アプローチ時有害抗力係数𝐶஽଴,஺௉とアプローチ時誘導抗

力係数ファクタ𝐶஽ଶ,஺௉を用いる．  
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着陸フェーズ 

着陸フェーズでは，着陸時有害抗力係数𝐶஽଴,௅஽と着陸時誘導抗力係数ファクタ𝐶஽ଶ,௅஽を用い，

降着装置による抗力増加により𝐶஽଴,∆௅஽を考慮する必要があり式(3-13)で表される． 

 

𝐶஽ = 𝐶஽଴,௅஽ + 𝐶஽଴,∆௅஽ + ൫𝐶஽ଶ,௅஽𝐶௅
ଶ൯ (3-13) 

 

この 3 パターンのフェーズごとに分けられた係数を用い抗力係数𝐶஽を求め，式(3-10)より抗

力𝐷を求める． 

 

手順 3 

求めた 3 フェーズごとの抗力𝐷を用い，推力𝑇を算出する．ここで BADA には最大上昇推

力および最大巡航推力の記載があるため，求めた推力𝑇を BADA 最大推力で制限を行う．ジ

ェットエンジンの場合，標準大気状態での最大上昇推力൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕൯
ூௌ஺

は，気圧高度𝐻を用

いて式(3-14)より求める． 

൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕൯
ூௌ஺

= 𝐶்௖,ଵ × ቆ1 −
𝐻

𝐶்௖,ଶ
+ 𝐶்௖,ଷ × 𝐻ଶቇ (3-14) 

 

最大上昇推力は標準大気からの温度差∆𝑇によって式(3-15)のように補正させ ISA を仮定し

た場合に∆𝑇は 0 であるため式(3-16)で表される． 

 

𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕ = ൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕൯
ூௌ஺

× ൛1 − 𝐶்௖,ହ൫∆𝑇 − 𝐶்௖,ସ൯ൟ (3-15) 

𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕ = ൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕൯
ூௌ஺

× ൫1 + 𝐶்௖,ସ𝐶்௖,ହ൯ (3-16) 

 

さらに，最大巡航推力は最大巡航推力補正係数𝐶்௖௥と最大上昇推力𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕を用いて式

(3-17)で表される．また上昇時の推力は式(3-18)，巡航時の推力は式(3-19)で表される． 

𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௥௨௜௦௘＝𝐶்௖௥ × 𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕ (3-17) 

 

上昇時 

𝑇＝𝑚𝑖𝑛൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௟௜௠௕, 𝑇൯ (3-18) 

 

巡航時 

𝑇＝𝑚𝑖𝑛൫𝑇ℎ𝑟௠௔௫,௖௥௨௜௦௘, 𝑇൯ (3-19) 
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手順 4 

続いて算出した最大推力で制限をかけた推力𝑇と燃料消費量率𝜂を用い，ノミナル料流量

𝜇௡௢௠を式(3-20)より算出する．ノミナル燃料はアイドリング状態での降下，巡航している場

合を除いて全てのフェーズで用いることが可能である．燃料消費量率𝜂は式(3-21)より求め

る．アイドリング状態での降下時に用いることが出来る最小燃料流量𝜇௠௜௡は気圧高度𝐻を用

いて式(3-22)より求める 

 

アイドリング状態を除いた全フェーズ 

 

𝜇௡௢௠ = 𝜂 × 𝑇 (3-20) 

𝜂 = 𝐶௙ଵ × ቆ1 +
𝑉 ஺ௌ

𝐶௙ଶ
ቇ (3-21) 

 

アイドリング状態での降下時 

𝜇௠௜௡ = 𝐶௙ଷ × ቆ1 −
𝐻

𝐶௙ସ
ቇ (3-22) 

 

手順 5 

求めたノミナル燃料流量，最小燃料流量から燃料流量を算出する．アプローチ，着陸フェー

ズでは，アイドリング状態時の推力での降下が終わり一般には推力は増加する．これを考慮

し，アプローチ，着陸時の燃料流量はノミナル燃料流量を基準に，最小燃料流量を限度とし

て式(3-23)で表される．巡航時の燃料流量𝜇は巡航燃料流量補正係数𝐶௙௖௥を用いて式(3-24)で

表される． 

 

アプローチ，着陸時 

 

𝜇 = max[𝜇௡௢௠ , 𝜇௠௜௡] (3-23) 

 

 

巡航時 

 

𝜇 = 𝜇௡௢௠ × 𝐶௙௖௥ (3-24) 
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手順 6 

求めた燃料流量𝜇を時間方向に積分を行い式(3-25)より燃料消費量を求める．燃料流量は離

散データであるため離散数値積分を行う．離散数値積分には台形則を用いる． 

 

𝐹 = න 𝜇(𝑡)𝑑𝑡
௧೑

௧బ

 (3-25) 

 

また，QAR 飛行データには燃料流量のデータのみ格納されているため燃料消費量の算出は

式(3-25)同様の台形則の積分を用いた．  
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3.2 飛行状態推定の精度評価 

QAR 飛行データを真値として CARATS オープンデータから推定した飛行状態の精度を

比較する．比較については 2019 年度 6 ヵ月分のデータを用い，同時刻における飛行状態の

比較を行う．比較する使用データについて QAR 飛行データは表 2-3，CARATS オープンデ

ータは表 2-1 に記載のデータを用い精度評価を行う．この節では，ある 1 便をランダムに

抽出し比較を行う． 

 

3.2.1 対地速度，真対気速度の比較 

対地速度と真対気速度の時間履歴から比較を行う．青色の線が QAR 飛行データに格納さ

れているデータを示しており，赤色の線が CARATS オープンデータから推定を行った飛行

状態のデータを示している．対地速度の比較を図 3-3，真対気速度の比較を図 3-4 に示す． 

 

  

図 3-3 対地速度 図 3-4 真対気速度 

 

図 3-3より対地速度はQAR飛行データの真値と比較し差が小さいため高精度の推定ができ

ているが，図 3-4 の真対気速度は QAR 飛行データの真値と比較し多少の差が生じている．

これは風速を気象データより考慮する際に生じた誤差であり，鉛直方向成分に関わる飛行

経路角の算出に影響があると考えられる． 

 

3.2.2 燃料流量の比較 

燃料流量の時間履歴から比較を行う．青色の線が QAR 飛行データに格納されているデー

タを示しており，赤色の線が CARATS オープンデータから推定を行った飛行状態のデータ

を示している．図 3-5 に燃料流量の比較を示す． 
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図 3-5 燃料流量 

 

図 3-5より燃料流量はQAR飛行データの真値と比較し差が多少生じているが推力を推定す

る際に最大推力で制限をかけているため，過大に推定された点が改善されていることで精

度は向上していると考えられる．フェーズごとの燃料流量推定は高精度で行えていること

が分かる．さらに上昇フェーズや降下フェーズといった空力モデルの変化するフェーズに

おいても高精度な飛行状態推定が可能であることが確認できる．しかし巡航フェーズでは

多少の差が確認された．より真値に近い飛行状態推定を行うためには CARATS オープンデ

ータを用いた燃料流量推定の精度を向上させる必要がある．  
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第4章  直接運航経費の推定・精度評価 

4.1 直接運航経費とコストインデックス CI の関係  

航空機の飛行状態と直接的に関係する費用を直接運航経費といい，Airbus で定義されて

いる DOC とコストインデックス CI の関係をこの節では示す．1 回のフライトあたりの

DOC[$]は消費した燃料による燃料コストと飛行時間による時間コストの和として式(4-1)で

表される [5]．（DOC を文字𝐽で表す） 

 

𝐽[$] = 𝐶௙௨௘௟ න 𝜇(𝑡)𝑑𝑡
௧೑

௧బ

+ 𝐶௧௜௠௘

1

60
න 𝑑𝑡

௧೑

௧బ

 (4-1) 

 

𝐶௙௨௘௟は燃料の価格[$/lb]であり，𝐶௧௜௠௘は時間あたりのコスト[$/min]である．𝜇は燃料流量[kg/s]

である．時間コストには燃料以外の経費，すなわち航空機の減価償却費またはリース費，機

体整備費用，着陸料，機内サービス費，乗務員および空港職員の人件費，諸保険料等が含ま

れる．燃料コストと時間コストのどちらをどれだけ考慮するかを決める指標としてコスト

インデックス CI がある．Airbus の CI は式(4-2)で定義される． 

 

𝐶𝐼[𝑘𝑔/𝑚𝑖𝑛] =
𝐶௧௜௠௘[$/min]

𝐶௙௨௘௟[$/kg]
 (4-2) 

 

コストインデックス CI は機種ごとに標準的な値の範囲がメーカーから公表されており航空

会社の経営方針や運航乗務員の判断により決定される． 

本研究での解析に用いる機種 A359 は CI が 100 で固定されているため，CI＝100 で DOC

の推算を行う． 
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4.2 直接運航経費の推算 

式(4-1)を重み係数𝑎[kg/s]を用い，燃料消費量[kg]と飛行時間[s]からなる DOC を最小化し

ていると仮定した式を式(4-3)に示す． 

𝐽[$] = 𝐶௙௨௘௟ ቆන 𝜇(𝑡)𝑑𝑡
௧೑

௧బ

+ 𝑎 න 𝑑𝑡
௧೑

௧బ

ቇ (4-3) 

 

式(4-3)の𝑎は値を変化させることで飛行時間を短くあるいは長くすることができ，図 4-1 に

示すようなパレート面が形成される [10]．横軸が飛行時間，縦軸が燃料消費量を示している．

DOC を最小化するような FMS の計算において，燃料最小となる時間よりも長い飛行時間と

なる飛行は考慮する必要がないので CI に負の値は入力できないようになっている．なお，

図 4-1 において，与えられた𝑎(> 0)に対する DOC 一定の直線の傾きは負となり，この直線

とパレート面との接点において DOC は最小となる．DOC の最小値は直線の切片の値に等

しい [5]． 

 

 

図 4-1 飛行時間と燃料消費量の関係 [10] 

 

パレート面上の点が最適解であり DOC の最小値が得られるが，実行可能領域内の非最適解

についても𝑎が与えられれば DOC の値を計算可能である．飛行に要した燃料と時間及びコ

ストインデックス CI が分かれば DOC を求めることができる． 

式(4-1)と式(4-2)より，燃料コスト，燃料消費量，時間コスト，飛行時間から DOC を推算

する式を式(4-4)に示す．式(4-4)は Airbus の DOC 推定の式である． 
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𝐽[$] = 𝐶௙௨௘௟ න 𝜇(𝑡)𝑑𝑡 + 𝐶௧௜௠௘ න 𝑑𝑡
௧೑

௧బ

௧೑

௧బ

 (4-4) 

 

式(4-4)に，コストインデックス CI を導入し DOC を推定する式を式(4-5)に示す． 

 

𝐽[$] = 𝐶௙௨௘௟ ቆන 𝜇(𝑡)𝑑𝑡 +
𝐶𝐼

60
න 𝑑𝑡

௧೑

௧బ

௧೑

௧బ

ቇ (4-5) 

 

式(4-5)の右辺𝐶௙௨௘௟を除く括弧内は飛行時間を燃料に相当するように変換して足し合わせた

もので，飛行にかかるコストを時間まで考慮し表した全燃料といえる．これに燃料価格を乗

じることで DOC を貨幣単位で求めることができる．本研究では式(4-5)を使用し推算した

DOC を用い精度評価，傾向分析など解析を行う． 

また，本研究では使用しないが，Boeing の CI を式(4-6)に示す． 

 

𝐶𝐼[100lb/h] =
3600

100 × 0.4536
𝑎 

 =79.37a[kg/s] 

(4-6) 

 

𝑎は飛行時間の重み係数を表す． 
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4.3 直接運航経費推定の精度評価 

3.1 節で推定した燃料消費量から，4.2 節で DOC の推定を行った．この推定精度の評価を

行う．QAR 飛行データを真値として，CARATS オープンデータから推定した DOC を比較

する．比較データについては 2019 年度 6 ヵ月分のデータを用い，同時刻間における QAR 飛

行データの燃料消費量，飛行時間を用い推算した DOC と CARATS オープンデータの燃料

消費量，飛行時間を用い推算した DOC の比較を行う．使用するデータは，QAR 飛行データ

については表 2-3，CARATS オープンデータについては表 2-1 の通りである． 

 本研究では DOC の傾向分析を行うに当たり CARATS オープンデータを使用する．

CARATS オープンデータには旅客が利用する極めて数多くの便が格納されている（2.1 節参

照）．一方，QAR 飛行データには機上記録データであるため精度は高いが，取得可能な便

数が限られる（2.2 節参照）． 

そこで極めて数多くの便の航跡データを含む CARATS オープンデータを活用し年間の

DOC の傾向分析を行うべく，正確な DOC 推定に向け，QAR 飛行データを用いて推定精度

の確認を行う． 

 

4.3.1 精度の評価方法 

推定精度については．式(4-7)に示す「推定値―真値」を真値で割った値の絶対値である絶

対誤差率（Absolute Percentage Error, APE）を用いる．真値は QAR 飛行データから求めた DOC

の値とする． 

 

𝐴𝑃𝐸 = ቤ
𝐽஼஺ோ஺்ௌ − 𝐽ொ஺ோ

𝐽ொ஺ோ
ቤ × 100 (4-7) 

 

4.3.2 比較対象となる直接運航経費の詳細 

CARATS オープンデータから推定した DOC の統計量と QAR 飛行データより推定した真

値とする DOC の全体データの統計量を表 4-1 に示す．さらに 4.3.1 の評価方法より DOC 推

定の真値との誤差比較を行う．誤差の統計量を表 4-2，に，分布特性を図 4-2 に示す． 
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表 4-1 DOC の統計量比較（2019 年度） 

DOC[$] 

 CARATS QAR（真値） 

平均値 6661.7 6548.8 

中央値 6576.1 6487.6 

最小値 5741.5 5571.1 

最大値 8556.5 8289.0 

範囲 2815.0 2717.9 

標準誤差 25.0 24.4 

標準偏差 453.5 443.8 

データ数 330 330 

 

表 4-2 真値に対する誤差の統計量 

DOC 誤差(%) 

平均値 1.73 

中央値 1.67 

最小値 0.003 

最大値 5.39 

範囲 5.39 

標準誤差 0.05 

 

表 4-2 より 誤差の平均値が 1.73%，さらに中央値が 1.67%であることから精度の高い推定

を読み取れる．誤差最小値は 0.003%で最大値も 5.39%の範囲内で推定を可能としている．

標準誤差が 0.05%と極めて小さく，真値に近い値を推定できている．  
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図 4-2 真値に対する誤差の分布特性 

 

図 4-2 真値に対する誤差の最大誤差 5.39%に近い区間の頻度は全体的に見ると少ないが，

5.0～5.5%の誤差となったケースが 2 つ確認できる．また，誤差 1.5%～2.0%の範囲において

頂点を持ち正規分布に近い形状を示している．このことから，推定誤差が平均値周辺に集中

しており，DOC の推定精度は十分に高いと考えられる．  
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第5章  直接運航経費の傾向分析 

 第 4 章では， CARATS オープンデータから DOC の推定を行い，QAR 飛行データから求

めた DOC と比較することで推定精度を確認した．本章では CARATS オープンデータのみ

を用い，2022 年度 1 年分の DOC を推定し，傾向分析を行う．データについては表 2-2 に示

したデータを用いる． 

 

5.1 直接運航経費の年間分布と統計分析 

 2022 年度 1 年間における DOC の統計量を表 5-1 に，分布特性を図 5-1 に示す． 

 

表 5-1 DOC の統計量（2022 年度） 

DOC[$] 

平均値 6979.2 

中央値 6876.1 

最小値 5817.4 

最大値 10283.6 

範囲 4466.2 

標準誤差 20.9 

標準偏差 591.5 

データ数 802 

 

表 5-1 よりデータ数 802 便における平均値，中央値ともに近い値を示しており，最大値，最

小値の範囲については 4466.2 と幅の広い値を示している．標準誤差は 20.9 となり 2019 年

度 6 ヵ月分（表 4-1）と比べ小さい値を示していることが確認できる．それに比べ標準偏差

は，2019 年度 6 ヵ月分に比べ大きい値を示している．これはサンプル数を多くしたことに

より，検出した大きい外れ値による影響であると考えられる．サンプル数を多くすることに

より，大きな外れ値を検出してしまうため最大値と最小値の範囲が大きくなりばらつきの

範囲が大きくなることが確認できる．本研究において傾向分析を行う際，データ範囲を年間

に拡大することで，より実際の DOC の傾向に近い分布を分析できると考えられる． 
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図 5-1 DOC の分布特性 

 

図 5-1 より，DOC が 6500[$]～7000[$]の範囲を頂点に持ち，尖度が大きく DOC が 6000[$]

～8000[$]の範囲に集中していることが確認できる．外れ値に関しては 9500[$]を超える値が

1 つのみ検出していることが確認することができ，中央値に比べ平均値が高く示されている

ことから，この外れ値が平均値に影響していると考えられる． 
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5.2 時間帯・曜日・季節ごとの直接運航経費の傾向解析 

時間帯・曜日・季節ごとに分けて，直接運航経費の傾向解析を行う．時間帯・曜日・季節

それぞれカテゴリ変数に分類され，それぞれを直接的に数値として表現することは出来な

い．そこで，カテゴリ変数を定量的に取り扱うために，回帰分析手法である数量化理論 1 類 

[11]を用い，目的変数（DOC）対する各カテゴリの影響度の違いを定量的に評価する． 

 

5.2.1 数量化理論 1 類について 

 本節で用いる数量化理論 1 類について述べる．数量化理論 1 類とはカテゴリ（月，火，水

…）のデータを数値に置き換えることによって重回帰分析と同様の方法で目的変数を予測

する式を作成できる手法で，要因分析を可能とする手法である [11]．回帰モデル作成時に説

明変数を（時間帯・曜日・季節）をカテゴリ変数と示し，その係数（回帰係数）をカテゴリ・

スコアと表す．数量化理論 1 類における，p 値，t 値は目的変数への影響度を正確には表せ

ない．代わりに，カテゴリ・スコアの数量が目的変数への影響度を表す．カテゴリ・スコア

が大きいほど目的変数への影響度が大きい． 

 

5.2.2 時間帯ごとの変動傾向 

 全便の DOC を時間帯別に分け，時間帯ごとの傾向分析を行う．便名は運航時間帯によっ

て異なり，数値が小さいほど早い時間帯の運航を示している．便名ごとのサンプル数を表 

5-2 に，その傾向分布を図 5-2 に示す．また，各便が及ぼす DOC への影響度を図 5-3 に示

す． 

 本項では，年間で運航している各便のサンプル数が極度に異なるため，高頻度運航便，グ

ループ分けした便の 2 項目に分けた分析も行う． 
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表 5-2 各便の便数（1 年間） 

便

名 

JA
L

300 

JA
L

302 

JA
L

304 

JA
L

306 

JA
L

308 

JA
L

310 

JA
L

312 

JA
L

314 

JA
L

316 

JA
L

318 

JA
L

320 

JA
L

322 

JA
L

326 

JA
L

328 

JA
L

330 

JA
L

332 
合
計 

便

数 
15 83 81 14 76 52 2 70 81 1 83 56 6 76 81 25 802 

 

図 5-2 便ごとの DOC の傾向 

 

図 5-2 より，JAL300 の朝に運航する便が高い DOC 分布を示している．便数の多い JAL302，

JAL308，JAL320 を比較すると JAL308，JAL320 に比べて JAL302 の便が高い DOC 分布を示

しているように見える．中央値のみに注目すると，DOC は最も高い朝から昼にかけて低下

する傾向を確認できる． 
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図 5-3 各便が及ぼす DOC への影響度 

 

図 5-3 より，JAL300 便が最も DOC への影響度が高く，次いで JAL306 便の影響度が高いこ

とが分かる．これにより，朝に運航する便の DOC が高くなる傾向があると仮定ができ，サ

ンプル数（年間で運航している便数）が少ないことが分かる．そこでサンプル数が 70 以下

の便を除外し，運航頻度の高い便のみの DOC 分布を図 5-4 に示す． 

 

高頻度運航便 

 
図 5-4 高頻度運航便ごとの DOC の傾向 
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図 5-4 より，サンプル数が多い便（高頻度運航便）のみ抽出すると時間帯における DOC の

変動や傾向は特にないことが確認できる． 

 ここで，より年間の各時間帯における傾向を明らかにすべく，サンプル数が一定になるよ

うに各便を 4 グループに分け，回帰モデルを作成する．各グループが及ぼす DOC への影響

度を図 5-5 に示す． 

 

グループ分けした便 

 
図 5-5 グループ分けした便が及ぼす DOC への影響度 

 

図 5-5 よりカテゴリ・スコアが図 5-3 と比較し全体的に減少おり，サンプル数がほぼ一定

になるように間引いたことにより減少したものである．朝に運航する便の DOC が最も高く

なる傾向があり，昼から夕方にかけては低下し，夜になると再び高くなることが確認できる． 
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5.2.3 季節ごとの変動傾向 

全便の DOC を季節別に分け，年間の傾向分析を行う．季節ごとのサンプル数を表 5-3 各

季節の便数表 5-3 に，その傾向分布を図 5-6 に示す．ここでは 3～5 月を春，6～8 月を夏，

9～11 月を秋，12～2 月を冬と季節を月ごとに分け定義する． 

 

表 5-3 各季節の便数 

季節 春 夏 秋 冬 

便数 186 213 189 214 

 

図 5-6 季節ごとの DOC の年間 

 

図 5-6 より夏に DOC が高い傾向があり，対照的に冬は低い傾向が見られる．これは，冬季

に強い西風が吹くためであると考えられる．そのため，追い風の影響で燃料消費量が抑えら

れ，DOC が低下すると予想される． 
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5.2.4 月ごとの変動傾向 

全便の DOC を月別に分け，年間の傾向分析を行う．月ごとのサンプル数を表 5-4 に，そ

の傾向分布を図 5-7 に示す． 

 

表 5-4 各月の便数 

2022 年度 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 

便数 55 60 69 67 77 62 63 64 70 71 73 71 

 

図 5-7 月ごとの DOC の傾向 

 

図 5-7 より 7 月～9 月の DOC が高く，対照的に 12 月～2 月は低くなっており，9 月から 12

月にかけて DOC の減少傾向を確認できる．5.2.3 項で冬から春にかけての DOC 減少傾向に

ついて述べたが，月ごとに細分化することにより秋にかけて DOC が減少しており，冬にな

ると DOC が低い値で安定していることが明らかになった． 

 各月が及ぼす DOC への影響度を定量的に評価するため，回帰モデルを作成しカテゴリご

との影響度を図 5-8 に示す． 
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図 5-8 各月が及ぼす DOC への影響度 

図 5-8 より 7 月～9 月の係数が高く DOC に大きな影響を与えていることが確認できる．ま

た，12 月と 2 月の影響度は非常に低く，これらの月は年間を通して DOC を抑えられている

時期であることが明らかとなった． 

 

5.2.5 曜日ごとの変動傾向 

全便のDOCを曜日別に分け，年間の傾向分析を行う．曜日ごとのサンプル数を表 5-5に，

その傾向分布を図 5-9 に示す． 

表 5-5 各曜日の便数 

曜日 日 月 火 水 木 金 土 

便数 110 111 115 116 117 117 116 

 
図 5-9 曜日ごとの DOC の傾向 
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図 5-9 より月曜日が最も DOC が低く，金曜日にかけて増加する傾向が確認でき，金曜日が

最も DOC が高いことが確認できる．これは金曜日に航空機を利用する割合が高いことが影

響していると考えられる．さらに，月曜日は平日の始まりであり，多くの人にとって勤務日

の初日であるため，利用者が少ないことが考えられる． 

 各曜日が及ぼす DOC への影響度を定量的に評価するため，回帰モデルを作成しカテゴリ

ごとの影響度を図 5-10 に示す． 

 

 

図 5-10 各曜日が及ぼす DOC への影響度 

 

図 5-10 より火曜日から金曜日にかけて，DOC への影響度が増加する傾向が明らかとなっ

た．さら，次に影響を与えている曜日は土曜帯ではなく木曜日であることが確認された．ま

た，金曜日の影響度は木曜日と比較して約 1.5 倍大きいことが確認できる．このことから，

火曜日から金曜日にかけて旅客機の利用者が増加し，金曜日に最も多くなり土曜日から火

曜日にかけ利用者は減少する傾向があることが明らかになった．  

 

5.2.6 時間帯・曜日・季節ごとの影響度の比較分析 

これまでの項にて時間帯・曜日・季節ごとの DOC の傾向，DOC へ及ぼす影響度を示し

た．本項では解析した全ての影響を総括し，各要因の違いを比較する．各要因間での影響度

の比較はカテゴリ・スコアのレンジ（最大・最小値の範囲）を用いる [11]． レンジが大きい

要因ほど，DOC への影響度が高いことを示している．図 5-11 に各要因が DOC へ及ぼす影

響度を示す．図 5-12 に回帰モデルの正確性を比較したものを示す． 

また，時間帯・曜日・季節ごとのそれぞれの回帰モデルの正確性を示すため，補正決定係

数𝑅ଶを用いて比較を行う．以下に補正決定係数𝑅ଶついて詳細を示す．  
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補正決定係数𝑅ଶ 

ここで，予測モデルの妥当性を評価する指標として補正決定係数𝑅ଶ（調整済み決定係数）を

用いる [12]．𝑅ଶは回帰式の当てはまりの良さを示す指標であり，その値が 1 に近いほどモデ

ルの適合度が高いこと意味する．𝑅ଶは以下の式(5-1)で表される．また，ここで用いる記号に

ついて以下に示す． 

 

𝑅ଶ = 1 −

1
𝑛 − 𝑘 − 1

∑ ൫𝑦௜ − 𝑓(𝑥௜)൯
ଶ௡

௜ୀଵ

∑ (𝑦௜ − 𝑦ത)ଶ௡
௝ୀଵ

 (5-1) 

  

𝑘 ∶ 説明変数の数 𝑓(𝑥) ∶ 推定した回帰式 

𝑦 ∶目的変数 𝑛 ∶ サンプル数 

 

右辺第二項の分母が目的変数のトータルのばらつきを表し，分子が回帰モデルと実際のデ

ータの残差の二乗和で表される．つまり，右辺第二項は説明されずに残っている残差の割合

を表し，これを 1 から引くことでデータによって説明された割合を示す． 

 

 

図 5-11 各要因が及ぼす DOC への影響度の比較 
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図 5-12 各回帰モデルにおける正確性の比較 

 

図 5-11 より，DOC に対する影響度が最も高い要因は「月」であり，次いで「便名（時間

帯）」，最も影響が小さい要因は「曜日」であることが確認された．さらに，曜日の影響度

は時間帯，月と比べて極めて小さいことが分かる．この結果より，年間の DOC の傾向を要

因別に分析した際，月ごとの変化が最も顕著であることが確認でき，運航する時間帯が及ぼ

す変動も月ごとの変化ほどではないものの一定の影響を及ぼすことが示されている．しか

し，便ごとのサンプル数には極端に少ない便もあり，正確に時間帯における影響があるとは

断言できないことが図 5-12 より示された．一方，図 5-11 より曜日による変動は年間を通

して非常に小さく，図 5-12 より回帰モデルの正確性も非常に低いため，DOC への影響は限

定的であることが明らかとなった．よって，「月」のみが DOC の変動に顕著に影響してい

ることが明らかになった． 
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5.3 直接運航経費の予測モデル構築 

 これまでの節で DOC の年間分布や，月や曜日といったカテゴリごとの影響要因について

分析し，その傾向を明らかにした．本節では，運航に直接的に影響を及ぼす風速や巡航速度

など定量的に表現可能な変数を用いて，DOC を予測するコスト予報モデルを構築する． 

 

5.3.1 説明変数間の相関関係 

 DOC のコスト予報モデルは，重回帰分析を用い複数の説明変数から構築する．回帰モデ

ルの作成において説明変数同士の相関が過度に強い場合，多重共線性が発生し回帰係数の

推定誤差が大きくなる可能性がある．そのため予測モデルを構築するにあたり，まず使用す

る説明変数間の相関関係を確認するため，説明変数間の相関関係を表 5-6 に示す．相関関

係があるとみなされる変数の組み合わせについて，その相関係数を赤色で示す．また相関係

数の値はピアソンの積率相関係数を使用し，相関関係の有無は「UMIK 相関判定簡便法」を

用い検討する [11] [13]． 

 

表 5-6 説明変数間の相関関係 
 

巡航マッハ数 巡航高度 初期重量 飛行距離 

巡航高度 -0.03 - - - 

初期重量 -0.16 0.07 - - 

飛行距離 -0.22 -0.01 0.09 - 

風速 -0.12 0.10 -0.12 -0.21 

 

表 5-6 より，説明変数間で過度に大きな相関関係は存在しないことが確認できる．飛行距

離と巡航マッハ数，風速と飛行距離の相関係数は非常に小さいが，今回使用する説明変数間

では若干高めの関係が見られるため，最終的なコスト予報モデルにはこの組み合わせは含

めないこととする．  
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5.3.2 説明変数の組み合わせと予測精度の変動 

 説明変数として風速，初期重量，飛行距離，巡航高度，巡航マッハ数の 5 つの変数を 

用い，目的変数を DOC として最小二乗法により予測モデルを構築する． 本項では，𝑅ଶを

使用し予測モデルの適合度を分析する．表 5-7 に説明変数の組み合わせごとの予測精度の

違いを補正決定係数𝑅ଶにより示す． 

 

表 5-7 説明変数の組み合わせによる予測精度の違い 

モデル 目的変数 説明変数 
補正決定

係数𝑹𝟐 

1 DOC 風速，初期重量，飛行距離，巡航高度，巡航マッハ数 0.9984 

2 DOC 風速，初期重量，飛行距離，巡航高度 0.9984 

3 DOC 風速，初期重量，飛行距離 0.9984 

4 DOC 風速，飛行距離 0.9982 

5 DOC 風速，初期重量 0.8416 

6 DOC 風速 0.6656 

 

表 5-7 より，モデル 1～4 の予測精度に大きな差異は見られない．そのため，モデル 4 の風

速と飛行距離を運航前に把握できれば，DOC を高精度で予測することが可能となる．しか

し，混雑や悪天回避による経路長の延伸の影響により運航前に飛行距離を高精度に把握す

ることは極めて困難である．そのため，モデル 5 の赤色で示した風速と初期重量によるモデ

ルが運航前に把握可能な変数を用いた最も正確な回帰モデルである．また，モデル 6 におい

て説明変数を風速のみに設定した場合，補正決定係数は 0.6656 と比較的高い値を示した．

これにより，風速のみを用いた場合でも，ある程度の予測が可能であることが確認できる． 

 

5.3.3 コスト予報モデルの回帰式 

 5.3.2 項で説明変数を風速と初期重量に設定した場合の回帰モデルが運航前に把握可能な

変数を用いた最も高精度な回帰モデルであることを確認した．本項では本回帰モデルの回

帰式を以下に示し，その詳細について説明する．各変数の回帰係数および t 値を表 5-8 に示

し，そのモデル式を式(5-2)に示す．さらに，回帰モデル式を用いて推定した DOC を図 5-13

に示す．  
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表 5-8 コスト予報モデルの回帰式の詳細 
 

変数名 係数 t-値 

切片  -82218.87 
 

風速 𝑥௪௜௡ௗ -28.89 -63.34 

初期重量 𝑥௠௔௦௦ 0.43 8.27 

 

𝐷𝑂𝐶 = −28.89𝑥௪௜௡ௗ + 0.43𝑥௠௔௦௦ − 82218.87 (5-2) 

 

この式(5-2)が運航前に把握可能な変数を用いてDOC を予測することのできる実用的に有意

なモデルである．また，表 5-8 より風速の t 値が初期重量と比較し高いことから，DOC へ

の影響は初期重量に比べ風速の方が大きいことが分かる． 

 

 

図 5-13 コスト予報モデルに基づいた 3D 表現 

 

図 5-13 は，各変数に対する DOC の変化を回帰式に基づいて 3D 表現したものであり，風速

と初期重量に対する DOC の変化を可視化したものである．色の違いによって DOC の大き

さを表現しており赤色に近くなると DOC が高く，青色に近いほど DOC が低いことを示し

ている． 
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図 5-13 より風速が大きいと DOC は低くなり，風速が小さいほど，特にマイナスの値に

なるほど DOC は高くなることが分かる．初期重量が大きいほど DOC は高くなり，軽いほ

ど DOC は低くなる．本回帰式では，風速が大きく，かつ初期重量が小さい場合に DOC は

最も低くなることを意味する． 

  



45 
 

5.3.4 コスト予報モデルの誤差評価 

 式(5-2)に示したコスト予報モデルの誤差評価を行う．誤差の評価方法としては 4.3.1 の評

価方法よりモデル式の評価を表 2-1 のデータを対象に行う． 表 5-9 に予測誤差の統計量を

示し，分布特性を図 5-14 に示す． 

 

表 5-9 予測誤差の統計量 

DOC 予測誤差(%) 

平均値 4.32 

中央値 4.26 

最小値 0.06 

最大値 11.49 

範囲 11.43 

標準誤差 0.14 

標準偏差 2.62 

データ数 330 

 

 

図 5-14 予測誤差の分布特性 

 

表 5-9 より，予測誤差は平均値が 4.32%，中央値 4.26%を示しており，標準偏差 2.62%の範

囲でばらついており一定の精度で予測が可能ある．また，図 5-14 より 8％を超える誤差の

頻度は極端に低く，多くの場合 8％以内での予測が可能であることが確認できた． 
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第6章  結論 

6.1 まとめ 

本研究では CARATS オープンデータから直接運航経費の推算，および傾向分析を行い，

運航前に把握可能な変数を用いたコスト予報モデルを提案した．これは，民間航空機の定期

運航便を対象に直接運航経費の年間における傾向分析からコスト予報モデルの構築を行っ

たことで，航空会社が運航計画を策定する際に十分活用可能な成果を得ることができたこ

とを意味する．本研究の目的である「航空会社が運航コストを削減するための支援となる予

測モデル」を提案することができた． 

本研究で提案したコスト予報モデルは CARATS オープンデータから推算したものである．

まず飛行状態推定を行い，推定した燃料消費量を用いてコストインデックスおよび飛行時

間から直接運航経費である DOC を推定した．本研究で推算した DOC の推定精度は，機上

にて記録されたデータである QAR 飛行データを真値とし比較を行った結果，誤差 0.003%

～5.39%内，中央値 1.67%および標準誤差 0.05%と高い精度を示した．これにより，推定値

は真値に対してばらつきが少なく，傾向分析を行う際にも問題は無いと考えられ高精度な

飛行状態推定が行えていることが確認できた． 

年間の DOC の傾向を要因別に，便名（時間帯）・曜日・季節を対象に DOC の変動を確

認した．その結果，DOC に対して最も影響度が高い要因は，季節を細分化した「月」であ

り，次いで「時間帯」，最も影響が小さい要因は「曜日」であることが明らかとなった．こ

れにより，年間を通して DOC は，各月による変化が最も顕著であり，運航計画の策定にお

いて，月ごとの計画指針を適切に調整することで DOC の抑制が可能であることが示唆され

た． 

年間を通した各時間帯が及ぼす DOC の影響度分析から，朝に運航する便の DOC が最も

高くなる傾向があり，昼から夕方にかけて低下し，夜になると再び高くなることが確認でき

たことから，各時間帯における DOC 傾向が明らかとなった． 

 一方，曜日による変動は年間を通して非常に小さく，DOC への影響は限定的であるこ

とを明らかにした． 

本研究において，年間を通した DOC の要因別の傾向を明らかにし，運航前に把握可能な

変数を用いたコスト予報モデルの提案を行ったことで，航空会社が運航計画を策定する際

に十分活用可能な成果を得ることができたと考える．さらに，年間を通し DOC は，各月に

よる変化が最も顕著であり，計画指針の調整に適切に組み込むことで DOC の抑制が可能で

あることが示唆された．これは航空会社が運航コストの削減に大きく活用でき，我が国のよ

り持続可能な社会の実現に向けた脱炭素化の取り組みに貢献する重要な結果である． 
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6.2 今後の課題 

 5.3.2 項に示した各説明変数の組み合わせによる予測精度の違いを示す．より，予測精度

が最も高い組み合わせは説明変数を飛行距離と風速にしたモデルである．これにより，飛行

距離を高精度に運航前に予測できれば，本研究結果を上回る予測精度で DOC の予測が可能

となる．さらに，この飛行距離の予測を高精度に行う二段階予測手法をコスト予報モデルに

組み込むことで，より高精度なコスト予報が実現できると考えられる．しかし，飛行距離の

予測には渋滞の発生可能性等を考慮する必要があり困難である． 

 したがって，飛行距離を高精度に予測するモデルを提案し，DOC の二段階予測に組み込

むことが今後の課題である． 
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